
右から左に流すだけで20億円、10４億円
新型コロナ感染拡大で、休業を余儀なくされた中小業者・個人事業主に支給される持

続化給付金をめぐり、政府の事務事業の在り方が大問題になっています。広告業界最

大手の電通がなどが設立した一般社団法人サービスデザイン推進協議会が国から委託

を受け、協議会は電通に再委託し、さらに電通は子会社5社に外注し、巨額の差額を手

にしています。事業を“丸投げ”し、税金を分け合う構図です。まさに、コロナ利権を貪る政財官

の癒着です。国民の苦しみを利用し、“甘い汁を吸う”など許せません。徹底究明が必要です。

Ｇo To キャンペーンでは、3095億円
「今そんなことが必要か」と大きな怒りが沸き起こっているGo TOキャンペーン事業でも、事務

委託事業費の上限を事業費の2割にも上る3095憶円を見積もるなど、事業の不透明さが問題とな

り、政府は、委託の公募を、いったん中止しています。

自民党に電通から7年間で3600万円
税金還流の構図

電通が、安倍首相の地元自民党山口県第4選挙区支部に201

1年、13年、14年に各10万円づつ献金していました。また、

電通は、自民党の政治資金団体「国民政治協会」に毎年献金。

安倍首相が政権に復帰した12年から7年間で3600万円を献金

しています。まさに自民党への税金還流の構図、キックバック

です。
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さらに電通子会社５社は、パソナ・

大日本印刷・トランスコスモスへ

大部分を外注、金額は不明

20億円
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